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総務書類保管手順書

1. 目的

当該手順書は青仁会総務チームが作成した書類および関係各機関より送付された年金及び社会保険関連書類等（以下総務書類とする）を各関係法令の書類保存に関する規定を満たした上で、適正に保管期限まで保管し、あるいは期限の定めのない書類は確実に保存し、加えて保管期限を過ぎた経理書類は効率的に廃棄処分にするための手順を定めることを目的とする。

2. 定義

1 納税関連書類
給与所得の扶養控除（異動）申告書、給与所得者の配偶者特別控除申告書、保険料控除申告書、住宅取得告徐申告書、住宅取得特別控除申告書、源泉徴収簿（賃金台帳）等。
2 人事・総務関係書類
従業員の身元保証、誓約書等の文書、雇用保険被保険者資格取得通知書、同資格喪失確認通知書、賃金台帳、労働者名簿、雇入れ、解雇、退職に関する書類、身体障害者雇用関係書類、賃金その他労働関係の重要書類、労働保険に関する書類、健康保険、厚生年金保険関連書類等、社内規定改廃に関する書類、往復文書、受・発信文書、通知書、調査書類、各契約書等。
3. 保管期間

1 の保管期間は、7年とする。

保存期間の開始は、該当する書類の法廷延納期限または、課税関係の終了日の翌年度から７年間とする。

2 の保管期間は、5年とする。

保存期間の開始は、該当する書類の作成日、契約終了、完結の日の翌年度から５年間とする。
【参考】

1 の書類については、国税通則法70,71,72,73条により、保存期間７年と定められている。

2 の書類については、従業員の身元保証、誓約書等の文書は特に法令では定められていないが慣例により５年、その他の書類については、労働基準法等により４年以下の保存期間となっている。
　

4. 保管作業の手順
（1） まず初めに、今年度分の経理書類を保管するにあたり必要なスペースを確保するために本年の4月16日をもって保管期間が過ぎて処分の対象に当たる年度の書類を廃棄処分する。

（2） 保管する書類には「何年度の書類であるか」、が明確に判別できる表紙を必ず付け、年度ごとにダンボール箱に納める。

（3） 書類を納めたダンボール箱には保管期間の終了日等を記載した所定の用紙を保管用ダンボール箱の側面に貼り付け（別紙1・2を参照）、必ず保管終了期限が一目でわかるように、所定の用紙を貼り付けた面が「前面」にくるようにダンボール箱を配置する。

（4） ダンボール箱に入っている書類リストを箱に入れてから封印する。
5. 書類廃棄処分時の注意事項

廃棄の対象となった保管書類を処分するにあたっては、個人情報の漏洩などに十分配慮し、安全で確実な処分手段を選択すること。

　また、廃棄の対象となった書類は確かに廃棄してよい書類であるのかを必ず確認し、ＴＯＬの最終判断を得て後に処分すること。

6. 手順の更改

書類保管の前提となる関係法規の保存規定に変更があった場合はその変更に従い、速やかに当該手順に所定の変更を加えるものとする。
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